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様式１－１ 
 

プロポーザル参加表明書 
令和  年  月  日 

 
玉野市長 柴 田 義 朗 様 
 

所 在 地              

商号又は名称              

代表者職氏名           印  

担当者 

 氏 名              

 所 属              

 所 在 地              

 電 話              

 電子メール              
 

令和  年  月  日付で公告のありました玉野市可燃ごみ中継施設建設工事のプ

ロポーザル（公募型）に参加することを表明いたします。 
 
 

注） 
 この参加表明書（様式１－２ 工事実施体制、様式１－３ 参加資格確認申請書及び同添付書類を含む）

は、２部作成して提出してください。1 部は受付後返却します。 
 

参加者番号 記載漏れ等がないか簡単な確認をして

受け付けましたが、参加資格を満たしてい

るかどうかは、後日書類を精査し、玉野市

可燃ごみ中継施設建設工事プロポーザル

審査委員会の審査等を経て決定しますの

で、この受付をもって入札参加資格を得た

ことを確約するものではありません。 

玉野市 受付印 
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様式１－２ 

工 事 実 施 体 制 

  

 応募企業、協力会社、本市等、建設工事に関係する各主体について、それぞれの
役割、相互関係が把握できるよう工事実施体制を図示すること。 
（枚数制限：Ａ４サイズ１枚） 
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様式１－３ 

参加資格確認申請書 
令和  年  月  日 

 
玉野市長 柴 田 義 朗 様 
 

所 在 地              

商号又は名称              

代表者職氏名           印  

担当者 

 氏 名              

 所 属              

 所 在 地              

 電 話              

 電子メール              

 

 
令和  年  月  日付で公告のありました玉野市可燃ごみ中継施設建設工事の公

募型プロポーザルに係る参加資格の審査を下記の添付資料を添えて申請します。 
なお、この申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約し

ます。 
 

■添付書類 
１ 会社概要・業務経歴書 

２ 登記簿謄本 

３ 納税証明書（直前営業年度の法人税、消費税及び地方消費税に関する納税証明書）（写し） 

４ 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 15 条の規定に基づく「機械器具設置工事」又は

「清掃施設工事」に係る特定建設業の許可書（写し） 

５ ごみ中継施設建設工事等の施工実績（様式１-５）、及び当該工事請負契約書等（写し） 

６ 配置予定技術者の経歴（様式１－６）、監理技術者(予定)と所属会社との雇用関係を明ら

かにする書類、及び法令による資格者証等（写し） 

７ 配置予定技術者は、1 工事につき３人以内とする 
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様式１－４ 

「参加資格要件」に係る確認書 

参加資格要件に関する事項 （商号又は名称） 

① 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当

する者 
有 ・ 無 

② 参加資格確認申請書の提出日において、市の指

名停止又は指名留保措置を受けている者 

有 ・ 無 

③ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立をして

いる者又は民事再生法に基づき再生手続開始の

申立をしている者 

有 ・ 無 

④ 破産法の規定に基づき破産手続開始の申立がな

されている者、手形交換所による取引停止処分

を受けてから２年間を経過しない者又は手形・

小切手を不渡りしている者 

有 ・ 無 

⑤ 会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく特

別清算開始の申立てがなされている者 
有 ・ 無 

⑥ 銀行取引停止処分がなされている者。 有 ・ 無 

⑦ 法人税、消費税、法人事業税又は法人市民税を

滞納している者 
有 ・ 無 

⑧ 暴力団、暴力団員及び暴力団準構成員並びに暴

力行為の常習者又はそのおそれのある者 
有 ・ 無 

注）記入欄が足りない場合は、必要に応じて、適宜欄又は用紙を追加して記入すること。 
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様式１－５ 

ごみ中継施設建設工事の施工実績 
企業名               

 
実績を有する企業 
の商号又は名称 

 

施設名称及び規模 施設名称： 
規  模：    ｔ／日 

発 注 機 関 名  

施 設 所 在 地  

設計・施工期間 平成・令和  年  月  日から平成・令和  年  月  日まで 

受 注 形 態  

施 設 概 要  
 

実績を有する企業 
の商号又は名称 

 

施設名称及び規模 施設名称： 
規  模：    ｔ／日 

発 注 機 関 名  

施 設 所 在 地  

設計・施工期間 平成・令和  年  月  日から平成・令和  年  月  日まで 

受 注 形 態  

施 設 概 要  
 

実績を有する企業 
の商号又は名称 

 

施設名称及び規模 施設名称： 
規  模：    ｔ／日 

発 注 機 関 名  

施 設 所 在 地  

設計・施工期間 平成・令和  年  月  日から平成・令和  年  月  日まで 

受 注 形 態  

施 設 概 要  

注） 
１ 施工実績は、元請けとして実施したものを記載すること。なお、事業継承等を行ってい

る場合は、そのことを証する書類を添付すること。 
２ 請負契約書の写し等、上記の施工実績を有していることを証する書類を添付すること。 
３ 施設概要の欄は、方式を確認できる書類（パンフレット、フローシート等）を添付する

こと。 
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様式１-６(１) 
№設－ 

配置予定技術者の経歴（設計管理技術者） 
 

企業名               
 
氏 名 （   歳） 
所 属 会 社 名  
採 用 年 月 日  

法令による免許等 

・監理技術者資格者証 
（・交付番号         ・交付年月日         ） 
・技術士登録証 
（・登録番号         ・登録年月日         ) 

実
施
設
計
経
歴 

 １ ２ 
工 事 名   
発 注 者 名   
工 事 場 所   
契 約 金 額 円 円 

工 期 
自平成・令和  年  月  日 
至平成・令和  年  月  日 

自平成・令和  年  月  日 
至平成・令和  年  月  日 

設 計 内 容   

従事した役職名   
注） 

１ 所属会社と配置予定技術者の雇用関係を明らかにする書類（身分証明書の写し、社会保

険証書の写し、給与明細書等）を添付すること。 

２ 法令による免許等については、その写しを添付すること。なお、技術士については、技

術士登録等証明書の写しを添付すること。また、技術士及び監理技術者のほかに、ごみ処

理施設建設工事に関係する免許・資格を有する場合は、その免許等も参考として記載する

こと。 

３ 実施設計の経歴欄には、対象工事の経歴をなるべく２項目記載すること。 

４ 経歴欄の工事内容には、工事規模・構造（工法）・延床面積等を記載すること。 

５ 配置予定の技術者を複数名（ただし３人以内）選任する場合は、本様式右上の No.欄に設

－１～３の番号を付して提出すること。 
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様式１－６（２） 
№工設－ 

配置予定技術者の経歴（工事管理技術者） 
 

企業名               
 
氏 名 （   歳） 
所 属 会 社 名  
採 用 年 月 日  

法令による免許等 

・監理技術者資格者証 
（・交付番号         ・交付年月日         ） 
・  
・  

工

事

経

歴 

 １ ２ 
工 事 名   
発 注 者 名   
工 事 場 所   
契 約 金 額 円 円 

工 期 
自平成・令和  年  月  日 
至平成・令和  年  月  日 

自平成・令和  年  月  日 
至平成・令和  年  月  日 

工 事 内 容   

従事した役職名   
注） 

１ 所属会社と配置予定の監理技術者の雇用関係を明らかにする書類（身分証明書の写し、

社会保険証書の写し、給与明細書等）付すること。 

２ 法令による免許等については、その写しを添付すること。また、監理技術者のほかに、

ごみ処理施設建設工事に関係する免許・資格を有する場合は、その免許等も参考として記

載すること。 

３ 工事経歴欄には、対象工事の経歴をなるべく２項目記載すること。 

４ 工事経歴欄の工事内容には、工事規模・構造（工法）・延床面積等を記載すること。 

５ 配置予定の監理技術者を複数名（ただし３人以内）選任する場合は、本様式右上の No.

欄に工－１～３の番号を付して提出すること。 
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様式１－７ 

令和 年 月 日 

委 任 状 

 

玉野市長 柴 田 義 朗 様 
 

応募者 
所  在  地 
商号又は名称 
役  職  名 
代表者 氏 名                        ㊞ 

 

 私は、下記の者を代理人と定め、プロポーザル参加表明書の提出日から契約締結日までの期

間、「玉野市可燃ごみ中継施設建設工事」に係る玉野市との契約等について、次の権限を委任

します。 
 

受任者(代理人) 
所  在  地 
商号又は名称 
役  職  名 
氏    名 

 

委任事項 
１．下記事業に関するプロポーザル参加表明書について 
２．下記事業に関する提案応募の参加資格確認申請について 
３．下記事業に関する提案応募の応募辞退について 
４．下記事業に関する提案応募の事業提案書について 
５．下記事業に関する契約に関することについて 

 
事業名   玉野市可燃ごみ中継施設建設工事 

 
受任者(代理人) 
使用印鑑 

 
                    ㊞ 
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様式１－８ 

玉野市可燃ごみ中継施設建設工事の公告等に関する質問書 

 
令和  年  月  日 

玉野市長 柴 田 義 朗 様 
 

所 在 地              
商号又は名称              
代表者職氏名           印  
担当者 
 氏 名              
 所 属              
 電 話              
 電子メール              

 

玉野市可燃ごみ中継施設建設工事の公告等について次のとおり質問があるので提出し

ます。 

 

№ 項 目 頁 行 質  問  内  容 

     

     

     

     

     

注） 

１ 質問は１問ごとに簡潔にまとめ記載すること。 

２ 質問事項が１枚で収まらない場合は、複数枚に分けて記載すること。 

 


